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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械工業 連合会 (JMF) から， ェ 
業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 
労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 制定 し た 日本工業規格 であ る 。 

この 規格 は， 著作権法で 保護 対象と なって いる 著作物で ある。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出亂 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 
抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， 
このような 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 係る 確認に 
ついて， 責任 はもたない。 
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B 9714:2006 

(ISO 14118 : 2000) 

機械 類の 安全性 一予 期しない 起動の 防止 

Safety of machinery — Prevention of unexpected start-up 

序文 

こ の 規格 は， 2000 年に 第 1 版と し て 発行され た ISO 14118, Safety of machinery -Prevention of unexpected 
start-up を 基に， 技術的 内容 及び 対応 国際規格の 構成 を 変更す る こ と な く 作成した 日本工業規格 である。 

なお， この 規格で 点線の 下線 を 施して ある 参考 事項 は， 対応 国際規格に はない 事項で ある。 

人が 危険 区域に 介在す る 間， 機械 を 停止 状態に 維持す る こ と は 機械 類 を 安全に 使用す るた めの 最も 重要 
な 条件の 一つで あり， 従って， それ は 機械 設計者 及び 機 feK 使用者の 主要な 目的の 一つで も ある。 

過去に おいて は， "運転 中の 機械" 及び "停止 中の 機械" の 概念 は 一般的に は 明確であった。 

すなわち， 機械 は 次の いずれ かであった。 

一 その 可動 要素， 又は そのうちの 幾つかが" 動いて いる" とき 作動して いる。 
一 その 可動 要素が" 休止して いる" とき 停止して いる。 

機械の 自動 化に 伴って， "運転" と "動作"， "停止" と" 休止" の 関係 を それぞれ 定義す る ことが 困難に 
なって きている。 自動 化に よって 人が 予期 し な レ 、起動の 潜在 要因が 増 えてき ており， 診断 や 調整の た め に 
停止 中の 機械が 突然 起動して 災害が 生じて いる。 

可動 要素に よって 生じる 機械的 危険 源 以外の 危険 源 （例えば， レーザ ビームから 生じる 危険 源） につい 
て も 考慮す る 必要が ある。 

停止 中の 機械の 危険 区域に おける 人の 存在に 関する リスク アセス メン ト は， 危険 源 発生 要素の 予期し な 
い 起動の 可能性 を 考慮す る 必要が ある。 

こ の 規格で は 機械 類の 設計者 及び 安全性 規格 作成 委員会に 対 して， 予期 し ない 起動 防止の た め に 組 込み 
可能な 方策の 概要 を 示す。 

1 適用 範囲 

この 規格 は， 危険 区域 内で 作業 を 行う こと （附属 書 A 參照） が ある 力、 このと きの 安全 確保の ために 予 
期しない 起動 （3.2 参照） の 発生 を 防止す るた めに 必要な 設計に 組み込むべき 手段 を 規定す る。 
この 規格 は， あらゆる タイプの エネ ル ギ 源から 発生す る 予期し なレ 3 起動 に 適用 す る 。 
すなわち， エネ ルギ 源の 例と して は， 次の ものが ある。 
一 動力源 （電力， 油圧， 空圧な ど） 
― 残留 エネ ルギ （重力， 圧縮され たばねな ど） 
一 外部からの 影響 （風力な ど） 
注記 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

ISO 14118:2000, Safety of machinery ― Prevention of unexpected start-up (IDT) 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 (IDT) は， ISO/lEC Guide 21 に 基づき， 一致して いる こ と を 示す。 
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2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 
これらの 引用 規格のう ちで， 西暦 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 を 適用し， その後の 改正 版 （追 
補 を 含む。） に は 適用し ない。 

JIS 8 9700-1:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-1:2003 Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design — Part 1: Basic terminology, methodology (IDT) 
JIS B 9700-2:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部 ： 技術 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-2:2003 Safety of machinery - Basic concepts, general principles for 
design — Part 2:Technical principles (IDT) 
JIS B 9702:2000 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメント の 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 14121:1999 Safety of machinery -Principles of risk assessment (IDT) 
JIS B 9960-1:1999 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60204-1:1997 Safety of machinery - Electrical equipment of machines -Part 
1 : General requirements (MOD) 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JIS 89700-1:2004 による ほ 力、， 次に よる。 

3.1 

起動 （start-up)， 機械の 起動 (machine start-up) 

機械 又 は その 一部の， 休止 状態 か ら 動いて いる 状態への 変化。 

注記 この 定義 は， 例えば レーザ ビームの スィッチ オンの ような "動き" 以外の 機能 を 含む。 

3.2 

予期し ない （意図し ない） 起動 [unexpected (unintended) start-up] 

予期し ない （意図し ない） 起動 は 次に よって 生じる 起動。 
一 制御システムの 故障に よる， 又は 制御システム に対する 外部からの 影響に よって 生じる 起動 指令。 
一 起動 制御に おける， 又は， 例えば センサ 若しくは 動力 制御 要素の ような 機械の 他の 部分に おける， 不 

適切な 作用 に よ つて 生 じ る 起動 指令。 
― 動力源 中断 後の 復帰。 

一 機械の 一部分に おける 外的/内的 影響 （重力， 風， 内燃機関 における 自然 点火 等)。 

注記 正常 運転 中の 自動 機械の 起動 は "意図し ない 起動" に は 含まれないが， オペレータの 立場から 
は "予期し ない 起動" として 考えられる。 この場合 における 災害の 回避に は 安全 防護 方策の 使 
用 が あ る （JIS B 9700-2:2004 の 5. 参照） 。 
(JIS B 9700-1 :2004 の 3.29 に 基づ く ） 
3.3 

断 及び エネ ゾレ 十の； 肖 散 (isolation and energy dissipation) 

次の 四つの すべてで 構成され る 手順。 

a) すべての 動力源から 機械 （又は 機械の 特定 部分） を 遮断 （断路 又は 分離） する こと。 

b) 必要で あれば （例えば， 大型 機械 又は 設備)， 遮断 箇所です ベての 遮断 ュニッ トを 施錠す る こと （又は 

遮断 を 確実に する。 ）0 
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c) 危険 源と なるお それの ある 蓄積 エネ ルギを 消散す る こと， 又は 制限す る こと （封じ込める こと）。 

注記 C) の エネ ルギ は， 例えば 次のように 蓄積され る 場合が ある。 
一 惰性で 動き 続ける 機械 部分 
—重力に よって 動き やすい 機械 部分 
― コンデンサ， アキュムレータ 

― 加圧され た 流体 
一 ばね 

d) a), b) 及び c) に 従った 活動に よって 望ましい 効果が 生じる こと を 安全 作業 手順に よって 検証す る。 
3,4 

揚 ク-チ ；? 二 タ… (M^lliP や __a_9t リ ズ) 

4 一般 要求 事項 

4.1 遮断 及び エネ ルギの 消散 

機械に は， 動力源の 遮断に 関する 安全 要求 事項 （注記 參照） に 従って， 特に 大規模 保全， 動力 回路 関係 
作業， 及び 撒 去 作業が ある こと を 考慮して， 遮断 及び エネ ルギの 消散の ための 手段 （箇条 5 参照） を 備え 
なければ ならない。 

注記__..動*显9_藍輕(ぶ関ふ_：?丄も」さ9ん1^^!_?)_9_^:?_:丄ぉ?_，—附屬晝_さ：^ 

講 MS 容 J 二 二)… き-き 考^ 31 ち— 

*^き-?^?ク丄?^せがぇな灸^?_ヒ^羞^1^ズ.ぇ^に占_1^霪^^纏^裤卫場^__ズぇぇ^外：1：だ 
は：^f^^^(?il_直な，___ir:^ぉニ;^9楚^别旨?^}(?_t!^5?i^置左A^で_も_^：芊/^ギPlM^^I*確Mで 
- き-な 上しよ な 場合-，… iffig&(i ョマ _ぇ§ さ 力よ せ (ギ: 力,. ち-^^^ 

まえ 〔ま 豊猜ま ベ ス-ゃ 王 キ_ んレま は-: 暴 靂 者た ろ-之な 
M で 力, J えれ な- ヒ。 -—— 

上 要 煙 赴え-レエし! に丄？ ま,… 煙え. ばし- fj^P 籠し- M 民 9 纏し 力 避 9 

4.2 予期し ない （意図し ない） 起動 を 防止す るた めの 他の 手段 

遮断 及び エネ ルギの 消散に よる ことが 適切で ない 場合 （例えば， 短時間の 頻繁な 介入の ために）， 予期し 
ない 起動 を 防止す るた めに， 設計者 は JIS B 9702 の リス グ アセスメント に 従って 他の 方策 （箇条 6 参照） 
を 講じなければ ならない。 信号 及び Z 又は 警告の ような 追加 方策 力 纏 切な 場合が ある （附属 書 B 参照)。 
注記 1 危険 区域 に 人が 存在 し 得る タスクの 例 は 附属 書 A で 示される。 

注記 2 設計者 は 種々 の 機械の 運転 モー ド 及び 人が 危険 区域に 存在す る 必要性に ついて できる 限り 完 
全に 決定し なければ ならない。 それによ つて， 適切な 保護 方策 を 提供で きる。 これらの 方策 
によって， オペレータ が 危険な 運転 モ ードを 使用す る こと 及 び 機械 を 使用 する 際の 難しさに 
よって 生じる 危険な 介入 行為 を 防止すべき である （JIS B 9700-1:2004 の 3.22 参照）。 

5 遮断 及び エネ ルギの 消散の ための 手段 
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5.1 動力源の 遮断 装置 

5.1.1 遮断 装置 は 次で なければ ならない。 

一 確実に 信頼で きる 遮断と する （断路， 分離)。 

一 手動 制御器と 遮断 要素 間に 信頼で きる 機械的 リ ンクを 備える。 

一 各 手動 制御器 （ァ クチ ユエ 一夕） の 各位 置に 対応す る 遮断 装置の 状態 を 明確に， 力つ， あいまい でな 
く 識別で きる 手段 を 備える。 

注記 1 電気 設備に 関して は， JISB 9960-1:1999 の 5.3 "電源 断路 （遮断） 装置" に 適合す る 電源 断路 

装置が この 要求 事項 を 満たす。 
注記 2 プラグ 及び ソケッ トシス テム （電源に 関して）， 又は その 空圧 式に よる， 液 圧 式に よる， 若し 
く は 機械 式の 同等の もの は， 動力 回路に おいて 視認 可能で， かつ, 信頼で き， 断路 状態 を 実 
現で きる 遮断 装置の 例で ある。 電気 的な プラグ/ ソケッ ト に関して は JIS B 9960-1:1999 の 
5.3.2d) 参照。 

注記 3 液 圧 及び 空圧 システム に関して は， ErL?^;?:1996， お: 饮. 及び EJ^.S お: 1996， りこ 要求 事項 
が あるので， その 規定 内容 （" "） を 参考に 示す。 
./AEN98_2:!?96 (^^ 

^：》ぇ赛暴.で:ぁ_§丄ぅ」_?慇1ぇレカくた^1{.ボ:な_ら_な_ヒ_。„. 

室 J^:^- ろ-え^:^ あ-通お あ…^ に 

二.… 1. ぎよお 1 暖 き-置-しこ き MQl 逝」 ヨ-: とえき も- 1 お数 合が. あ 
ニ._2*通稱11き过_1遮1^§：1__(^52之：^趁營ぶ_ち^1:^さ?1§_丄- 
ニ_._— と：^— 之仝匿"1^5堡械腿19逾*^ゅ玄授 

ニ_ —【き疆"ー 

ぉ]^-_?_さ?.:丄9_?_き_^5__5_丄.《_(空_ぽ_と-：^— テ-_ム_)__. 

黄夂- 力え 塞 墨:?: あ-る _尘 う J- 二 1 社-しな. は 孝: 力 さ _ら_ な 上し。… 

迪厂 ま— ヒ ろ-?— ふ:?」 ま 丄-塑 え. t— も J え こ丄 

- 尊意;^ 丄 ま- 稱ぽ まり H_fSJ き-こ 《 ，-… T 二 _S_ き- -し 

5.1.2 遮断 装置の 位置 及び 数 は， 機械の 構成， 危険 区域に 人が 存在す る ことの 必要性 及び リスク アセス メ 
ント によって 決定され る。 遮断 装置の 各々 は それが どの 機械， 又は その どの 部分 を 遮断す るか （例えば， 
必要な 場合， 耐久性の ある マーキング によって） 容易 に 識別 可能で な ければ な ら ない。 

注記 機械 類の 電気 設備に 関 し て， J1S B 9960-1:1999 の 5.4 参照。 
5.1.3 機械への 動力 を 遮断 中に， 例えば 部品 を 保持す る， 情報 を 保護す る 又は 局部 照明 を 提供す るた めに， 
回路の 一部 を 電源に 接続し 続けなければ ならない 場合， オペレータの 安全 を 確実に する ために 特殊な 手段 
を 備えなければ ならない。 

注記 そのような 手段に は， キー 又は 特殊な 工具に よって だけ 開ける ことができる ェン クロージャ， 
警告 ラベル 及び/又は 警告 灯が ある。 
5.2 施錠 〔固定〕 装置 

遮断 装置 は 施錠で き る もの， 又は 他の 方法で 遮断 位置に 固定で きる も のでな ければ な ら ない。 



著作権法 により 無断での 製， 転載 等 は 禁止され ております。 



5 

B 9714 ： 2006 (ISO 14118 ： 2000) 

注記 プラグ • ソケットの 結合 を 使用し， 力、 つ， 危険 区域に 存在す る 人 を 直ちに 監視で きる 状況 下で 
プラグ を 備える ことができる 場合， 施錠 装置 は 必ずしも 必要と しない。 
施錠 装置 は 次 を 含む。 
一 一つ 以上の 南京錠 を 備えた 施設。 

一 トラップ ド 'キー インタ ロック 装置 （JISB 9710:2006 の 附属 書 E 参照）。 その 錠の 一つ は 遮断 装置の 

手動 制御器 （ァ クチ ユエ 一夕） に 附属す る。 
一 施錠 可能な 容器 又は ェン クロージャ。 

再 接続 をしても 人が 危険に 暴露され ない 場合， 施錠 装置 は 必要と しない。 
53 蓄積 エネ ルギの 消散 又は 制限 （封じ込め） のた めの 装置 
5.3.1 —般 要求 事項 

53.1,1 蓄積 エネ ルギの 発生で 危険 源 を 生じる 場合， 蓄積 エネ ルギの 消散 又は 制限 （封じ込め） のた めの 装 
置 を 機械に 装備し なければ ならない。 

注記 このような 装置に は 可動 部分の 運動 エネ ルギを 吸収す るた めの ブレーキ， コンデンサの 放電 抵 
抗器 及び 関連 回路， 流体 用 アキュムレータ を 減圧す るた めの バルブ 又は 類似の 装置 を 含む (5.1.1 
の 注記 3 参照）。 

53.1,2 蓄積 エネ ルギの 消散が， 通常 使用 時の 機械の 能力 を 過度に 低減す る 場合， 残存した エネ ルギを ある 
程度 確実に 制限す る 又は 封じ込める ための 追加 手段 を 組み込まなければ ならない。 

53.1.3 エネ ルギ 消散 又は 制限 （封じ込め） のた めの 装置 は 次のように 慎重に 選択， 配置し なければ ならな 

い。 

一 消散 又は 制限 （封じ込め） は 機械 （又は 機械 部分） の 遮断に よる。 
一 エネ ルギ 消散 プロセス によって 危険 状態 を 生じない。 

5,3.1.4 エネ ルギ 消散 又は 制限 （封じ込め） のために 必要な 手順 は， 機械の 取扱説明書 又は 機械 自体の 警告 
表示 中に 記，!， えしなければ ならない。 
53.2 機械 要素 

機械 要素で 次の 危険 状態 を 生じる 場合， 
一 その 質量 及び 位置 （例えば， 不安定な 状態に ある， 高い 位置に ある， 重力の 影響で 動く おそれが ある 

場合） によって， 又は 
一 機械 要素に 対する ばね 負荷の 結果と して （ばねの 形状の 如何 を 問わず)， 

機械 要素 を 最も 低い エネ ルギ 状態 （例えば， 最も 低い 位置， 又はば ねの 解放 状態） にす るた めに， 通常 
の 機械的 手動 制御装置 又は その 機能 を 遂行す るた めに 特別に 設計し， 表示 （マーク） した 装置に よる 手段 
を 備えなければ ならない。 

機械 要素 を 本質的 に 安全な 状態 にす る こと がで き な レ 、場合， JIS B 9700-1:2004 の 3.26.7 に 従つ て ブレー 
キ 又は 機械的 拘束 装置に よって 機械 要素 を 固定し なければ ならない。 
5.3.3 制限 〔封じ込め〕 装置の 施錠の ための 又は 固定の ための 施設 

エネ ルギ 制限 〔封じ込め〕 のた めの 装置 は， 必要な 場合， 施錠で きる か 又は 固定で きなければ ならない。 
5.4 検証 

5.4.1 —般 要求 事項 

機械， 及び 遮断 若しくは エネ ルギの 消散 又は 制限 〔封じ込め〕 のた めの 装置 は， その 遮断 及び "ェ ネル 
ギの 消散 又は 制限 〔封じ込め〕" の 効果に 関して 信頼で きる 検証 カ壞 施で きる ように 設計され， 選択され， 
また， 準備され なければ ならない。 
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遮断， "エネ ルギの 消散 及び 制限 〔封じ込め〕" の 方策の 効果 を 検証す る 規定に よって その 効果が 損なわ 
れて はならない。 
5.4.2 遮断 検証の 規定 

動力源からの 遮断 は目視 できる （動力 回路の 切 離しが 目視 可能）， 又は 遮断 装置の 手動 制御器 （ァ クチ ュ 
ェ 一夕） の 位置 を 明瞭に 示さ な ければ な ら ない。 

注記 遮断 要素 と 手動 制御器 間の 機械的 リ ンク に関して は 5.1.1 参照。 
5.4.3 エネ ルギの 消散 又は 制限 〔封じ込め〕 検証の 規定 

5.4.3.1 人の 介入 を 想定した 機械 内部 • 機械 上に は エネ ルギの 不在 状態 を 検証す るた め， 組 込 型 装置 （圧力 

ゲージの ような） 又は 試験 点 を， 備えなければ ならない。 

5.4.3.2 取扱説明書 （JIS B 9700-2:2004 の 6.5 参照） に は 安全 検証 手順に 関する 正確な ガイダンス を 記載し 
なければ ならない。 

5.4.3.3 取 外し 又は 解体で きる 組立 品に は 蓄積 エネ ルギ （例えば， 圧縮ば ね） による 危険 源に 対する 恒久的 

警告 ラベル をち よう （貼） 付し なければ ならない。 

6 予期し ない 起動 を 防止す るた めの 遮断 及び エネ ルギの 消散 以外の 方策 
6.1 設計の ための 方法論 

遮断 及び エネ ルギの 消散の 適用が 人の 介入 作業 すべてに 対して 適切で ない 場合， 設計者 は， 予期し ない 
起動 を 防止す るた めに 必要と 考えられる 以下に 挙げる 方策 を リスク アセスメント に 従って， 決定し なけれ 
ばなら ない。 

一 機械の 内部 又は 外部の 影響に よって 偶発的に 生じる 起動 指令 を 防止す るた めの 方策 （コンポーネント 

の 設計， 選択 及び 位置の 選定） （6.2 参照） 
一 予期し ない 起動 を 生じる 偶発的 起動 指令 を 防止す るた めの システム 構成 • 構造 による 方策 （6.3 参照） 
一 機械の 予期し ない • 意図し ない 起動に よって 危険 状態が 生じる 前に 機械の 危険 源 発生 部分 を 自動的に 
停止させる 手段 （6.4 参照)。 
選択す る 方策 は， 箇条 5 で 示す 遮断 及び エネ ルギの 消散に 関する 方策の 代替 手段と 考えて はならない。 
注記 選択す る 方策 は， この 箇条で 規定され る 種々 の 方策の 組合せで ある 場合が 多い。 
6.2 偶発的 起動 指令の 発生 を 防止す るた めの 方策 
6.2.1 (手動） 起動 制御器の 偶発的 操作 を 防止す るた めの 方策 

(手動） 起動 制御器の 偶発的な 操作 及び， これらの 装置の 操作から 生じる 予期し ない 結果 （例えば， 意 
図した 機械と は 別の 機械の 起動 又は 間違った 方向への 始動） は， （手動） 起動 制御器 （ァ クチ ユエ ータ） の 
適切な 設計， 配置， 保護 及び マーキング によって 防止し なければ ならない。 

情報の 不足に よって 人 を 危険に する 場合に は， 起動 制御器の 操作から 予想され る 結果. 効果 は， 例えば， 
表示 手段 （附属 書 B の 最初の 文節 参照） の 使用に よって 明白で なければ ならない。 

注記 1 ガイ ダンス は JIS B 9700-2:2004 の 4.11.8， JIS B 9706-1:2001 及び J1S B 9706-2:2001 で 示 さ れ 
る。 

注記 2 許可し ない • 意図し ない 起動 を 防止す るた めの 他の 方策 例に は 起動 制御器の 施錠， プロ ダラ 
マ ブル 制御 システムの パスワードが ある。 
6.2.2 デー 夕 の 記憶 及び 処理 設備 に お け る 安全 関連 部 の 設計 

データの 記憶 及び 処理 設備の 安全 関連 部 （図 1 参照） は， JISB 9702 による リスク アセスメント におい 
て， 予期し ない 起動 指令の 発生 確率が， 十分に 低くなる ように 設計し， その コンポーネント を 選択し なけ 
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れ ばなら ない。 

注記 1 ガイダンス は 次に よって 示される。 

一 JIS B 9700-2:2004 の 4.11 

一 JIS B 9960-1:1999, 特に 9. 及び 11. 
JISB 9705-1:2000 参照 

注記 2 プログラマ ブル 電子 システム を 機械 類の 制御に 使用して いる 場合， 制御システムの 誤動作に 
より 重要な 危険 源 を 生じる おそれの ある 状況 下で， 単一 チャンネルの プログラマ ブル 電子 設 
備の 正しい 動作に 関して 信頼の 保証 を ある 程度の 確実性 を もって 決定す る こと は， 困難で あ 
ると 思われる。 この 状況が 解決で きる まで， そのような 単一 チャンネルの 正しい 動作 だけ を 
信頼す る こと は 賢明で はない （JISB 9960-1: 1999 の 11.3.4 の 備考 参照）。 
6.2.3 動力 制御 要素の 選択 及び 位置 

動力 制御 要素 [例えば， 電磁 接触 器 （コン タク 夕）， バルブ， 図 1 参照] は， 外乱の 影響 （意図す る 使用 
条件で 予想され る 最大 振動 又は 衝撃） 下で， 又は 動力源の 異常 （許容 値 内での 圧力 又は 電圧 変動） の 影響 
下で その 動作 状態が 変化 しないよ うに 選択 し 及び/又 は 適用 し な ければ な ら ない。 

動力 制御 要素 は， 必要な 場合 （特に 手動で 操作され る 場合)， 許可し ない 又は 意図し ない 操作 を 防止す る 
ために ェン クロージャの 内部 に 位置 し な ければ な ら ない。 
6.3 予期し ない 起動 を 生じる 偶発的 起動 指令の 防止 方策 
6.3.1 —般 要求 事項 

停止 維持 指令 は， 個別に 又は 組み合わせて， 図 1 に 示す ように 異なる "レベル" で 機械に 入力され る。 
これらの 停止 維持 指令 は 停止 制御装置 （6.3.2 参照）， 又は 保護 装置 （6.3.3 参照） のい ずれ かによ つて 発生 
可能で ある。 機械的な 分離 （6.3.4 參照） 又は 可動 部の 固定 （6.3.5 参照） が 停止 維持 指令の 代わりに 又は 
追加して 使用され る 場合が ある。 

入力 レベル （レベル A,B, 又は C) の 上位 機械 コンポーネント によって， 若しくは その 中で， 停止 維持 
指令が 生じる 場合， 又は機«^的分離若し く は可動部分の固定 （レベル E) が 達成され る 場合， 偶発的 起動 
指令に よって 機械の 起動 を 生じるべき ではない （図 1 參 照）。 

6.3.2 停止 制御装置 を 用いた 停止 維持 指令の 発生 [レベル A，B，C 入力 （図 1 参照)] 

起動 指令 （制御システム 自体の 内部で 発生す る 起動 指令 を 含む。） の 偶発的な 発生に よる 予期し ない （意 
図し ない） 起動 を 防止す るた めに， 停止 装置の 安全 要求 事項 （注記 参照） に 従って 停止 制御装置からの 停 
止 指令が 停止 装置の 起動 指令に 優先す るよ う に 制御システムが 設計され る と いう 条件で， 停止 手動 制御器 

(又は 停止 制御装置） を オフ Z ストップ 条件に 固定して よい。 オフ/ストップ 条件への 固定 は 次の 手段に 

よって 達成で きる。 

一 装置が 手動で リセ ッ ト される まで 停止 維持 指令 を 生成す る ラッチ' イン 又は キー 操作 式 停止 制御装置。 
一 スィッチが 手動で リセットされ るまで 停止 維持 指令 を 生成す る 信頼で き， 力、 つ， 明りよう な 位置 表示 
付き 施錠 可能 セレクタ。 

- カバ--を 閉じて 施錠す ると， 手動 停止 制御器 を オフ Z ストップ 条件に する 施錠 可能な カバー。 この 力 

バー によつ て 起動 手動 制御器への アクセス を 防止す る 場合， こ の 起動 制御器の 偶発的 運転 を 防止で き 

る。 

一 ガー ド 開の 開始で， 手動 停止 制御器 を オフ/ ス ト ッ プ 条件に する 可動 式 ガー ド。 可動 式 ガー ド によつ 
て 起動 手動 制御器への アクセス を 防止す る 場合， この 起動 制御器の 偶発的 操作 を 防止で きる。 
意図す る 用途に 適した 固定 手段の 設計 • 選択 基準 は 次に よる。 
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一 明りよう 性， 装置が オフ/ストップ 条件に ある 場合， 明りよう で， かつ， 混同す る ことがない 表示 
一 信頼性， オフ Z ストップ 条件に ある 装置の 能力に 関して 信頼で きる もの 

停止 制御器が オフ Z ス ト ップ 条件で 保持され る 固定 装置 を 備えて いる 場合， 固定 装置の 取 外しに よって 
再起動 指令 を 生成して はならない。 

注記… ffi よ M 霞-しこ 厘 _レ_ て- (あ… J さ Q(TAJ ス AP-0_-_ ネ;) 

j き 1L (ニニ 参考お 更す?… 

籠 械 1 ゅ备タ _宏 金^ IS 全壳金 ら ffi で _き_ を 備えな は さ 
_な— ら/れぇ。____そ^ぞ^^<?_2^ニぇろ._テニ:ヒき_ヒ_1(_も___搦述9_運-導避ぉ\_き-ニ輕^^ 
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6.3.3 保護 装置 を 用いた 停止 維持 指令の 発生 [レベル A,B，C 入力 （図 1 参照)] 

人が 危険 区域に いる 場合， 機械の 運転 を 防止す るた めに （予期し ない 起動 を 含み， 原因の いかん を 問わ 
ず)， 保護 装置 又は 保護 装置の 組合せ を 選択して よい。 保護 装置からの 停止 指令の 継続 は， リスク アセス メ 
ント （JIS B9702 參照） に 従って， 図 1 における 適切な レベルで 入力され なければ ならない。 
注記 ガイダンス を 示す 規格 は 次で ある。 
一 JIS B 9700-2:2004 の 5.2 

- JISB 9710:2006， ガードと 共同す る イン 夕 ロック 装置 
- ISO 13856-1:2001， 圧力 検知 マット 及び フロア 
― ISO 13856-2:2005, 圧力 検知 エッジ 及び バー 



著作権法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止 されて おります。 



停止 維持 指令の 入力 レベル 



各 レベルで 実施す る 
技術的 方策の 例 



レベル A 



制御 式 インタ ロック 
(例えば, プログラマ 
プル コントローラ 
の 入力 レベルで） 



保護 装置 



ガード 



動力 制御 要素 
[電磁 接触 器 （コン タク 夕）, 
バルブ， 速度 制御な ど] 



1 



機械 ァ クチ ユエ一 夕 
(エンジン， シリ ンダ） 



分離 手段 
(例えば， クラッチ） ，ブレーキ 



動力 伝達 要素 
作動 部 



"- レベル B 



レベル C 



U 



レベル D 



一 レベル E 



リ御式 インタ ロック 
(例えば， 電磁 接触 器 
の 制御 



動力 式 インタ ロック 



機械的 分離 



可動 部の 固定 



オペレーター 機械 間 インタフェース 

機械 ァ クチ ユエ一 夕への 動力 供給 

機械的 リンク 

一 > 停止 維持 指令 



図 1 一予 期しない 起動 を 生じる 偶発的 起動 指令 発生 を 防止す るた めの， 
遮断 及び エネ ルギの 消散 以外の 方策の 適用 
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― ISO/DIS 13856-3, 圧力 検知 バンバ， プレート， ワイヤ 及び 類似 装置 
一 J1S B 9704-1:2000 及び JIS B 9704-2:2000， 電気 的検知 保護 設備 

(参考文献 参照)。 



入力 



データ 記憶 及び 論理 処理 又 は アナログ データ 処理 



出力 



手動 制御器 
(ァ クチ ユエ 一夕) 



制御装置 



V 卜べ ふ 漏 



号 示告 

信表警 



著作権法 により 無断での 複製， 転 戴 等は禁 1.1: されて おります。 
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6.3.4 機械的 分離 （レベル D) 

機械 ァ クチ ユエ 一夕との 分離 を 確実に する ために， 例えば グ ラッチの ような 機械的 分離 装置が， 設計 さ 
れ， 選択され， 力つ， 使用され， 必要な 場合， 監視され なければ ならない。 
6.3.5 可動 部 固定 （レベル E) 

機械の 統合 部分 として， 可動 部が 機械的 拘束 装置 （JIS B 9700-1:2004 の 3.26.7 参照) ， 例えば， く さ び， 
スピン ドル， 支柱， 輪留めの 手段に よって 固定され る 場合， この 機械的 拘束 装置の 機械的 強度 は 機械の 起 
動で 生じる 力に 十分 に 耐 える もので なければ ならない。 

この ことが 実施で きず， 力、 つ， 重力の 影響 等で 部品の 動き を 防止す るた めに 機械的 拘束が 必要と される 
場合， 又は， 拘束 さ れ た 可動 部 を もつ 機械 ァ クチ ユエ 一夕 を 無理に 起動させる こと が 機械 に 損害 を 与える， 
若しく は 機械の 周辺の 人に 対して リスク を 生じる 場合， レベル B 又は レベル C で 作動す るィ ン 夕ロッ ク装 
置 は， 機械的 拘束 装置が 可動 部分 を 拘束して いる 限り は， 機械の 起動 を 防止し なければ ならない。 
6.4 停止 条件 カテゴリ 2 の 自動 監視 

機械が， JIS B9960-1:1999 の 9.2.2 で 定義され る 停止 カテゴリ 2 の 結果と して 休止 状態に ある 場合， 偶発 
的 な 起動 指令 によつ て 予期 しない 起動 を 生じさせる おそれが ある。 

予期し ない 起動 を 防止す る 他の 方策 を 実施で きない 場合， 一つの 方法と して， 停止 条件 を 監視し， 力つ， 
予期し ない 起動の 条件 （又は 予期し ない 起動の 開始） が 検出され たら 直ちに 停止 カテゴリ が 始動す るよ 
うにす る 方法が ある。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 A 

(参考） 

危険 区域で 人の 存在が 必要 となる タスクの 例 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 
一 検査 

一 修正 作業 （妨害物の 除去な ど） 

― セッ ティ ング， 調整 

一 手動 搬入 '搬出 

― 工具 交換 

一 注油 

- 清掃 

― 使用 停止 

小規模 保全 • 修理 
― 診断， 試験 
一 動力 回路に 関する 作業 
一 大規模 保全 （取 外し を 必要と する 作業） 



著作権法 により 無断での 讓 糲， leit 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 B 
(参考） 
信号 及び 警報 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 
機械に 種々 の 状態 （例えば， "電源 入"， "起動 指令 待ち"， "プログラム 稼動 中"， "故障"， "材料 供給 待 

ち"） 及び 種々 の 機械の 可能な 制御 並びに 運転 モード （JISB 9706-1:2001 及び JISB 9706-2:2001 参照） に 

関する 情報 を 与える ための 信号 〔表示〕 装置が 装備され ている 場合， 手動 制御器 を 操作した 結果。 効果 は 
比較的 容易 に 予見 及び 埋解 可能 となる。 

オペレータの 制御 ステーションから すべての 危険 区域 を 見る ことが 実際的で ない 場合， 及び 人が 危険 区 

域に 介在 するとい うこと を 完全に 排除で きない 場合， 人が 危険 区域 を 離れる ことができる ように， 又は， 
例えば， 非常 停止 装置 を 操作す る ことによって 機械の 起動 を 防止す る ことができる ように， 機 冲戒を 起動す 
る 前に， 十分な 時間 を もって 聴覚 警告 信号 （ISO 7731:1986， JISB 9706-1:2001 及び JIS B 9706-2:2001) を 

発令す る。 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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参考文献 

[ I ] ISO 7/31:1986 Danger signals for work places ― Auditory danger signals 

[2] ISO 13856-1:2001 Safety of machinery— Pressure-sensitive protective devices — Part l:General principles for 

design and testing of Pressure-sensitive mats and Pressure-sensitive floors 
[3] ISO 13856-2:2005 Safety of machinery— Pressure-sensitive protective devices — Part 2 .'General principles for 

the design and testing of pressure- sensitive edges and pressure-sensitive bars 
[4] ISO/DIS 13856-3 Safety of machinery— Pressure-sensitive protective devices — Part 3: General principles for 

the design and testing of pressure-sensitive bumpers, plates wires and similar devices 
[5] JIS B 9705-1:2000 機械 類の 安全性— 制御システムの 安全 関連 部— 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13849-1:1999 Safety of machinery - Safety-related parts of control systems - 
Part 1 :General principles for design(IDT) 
[6] JIS B 9710:2006 機械 類の 安全性— ガー ドと 共同す るィ ン夕ロ ッ ク 装置— 設計 及び 選択の ための 原則 
注記 対応 国際規格 ： ISO 14119:1998 Safety of machinery - Interlocking devices associated with guards 
—Principles for design and selection (IDT) 
[7] JIS B 9706-1:2001 機械 類の 安全性 一 表示， マ一 キング 及び 作動 一 第 卜 部： 視覚， 聴覚 及び 触覚 シグナ 
ルの 要求 事項 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61310-1:1995 Safety of machinery - Indication, marking and actuation - Part 
1 : Requirements for visual, auditory and tactile signals (IDT) 
[8] JIS B 9706-2:2001 機械 類の 安全性— 表示， マーキング 及び 作動— 第 2 部 ： マーキングの 要求 事項 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61310-2:1995 Safety of machinery - Indication, marking and actuation -Part 
2: Requirements for marking (IDT) 
[9] JIS B 9704-1:2000 機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 及び 試験 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61496-1:1997 Safety of machinery -Electro-sensitive protective equipment 
(ESPE) — Part 1: General requirements and tests (MOD) 
[10] JIS B 9704-2:2000 機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 第 2 部 ： 能動的 光電 保護 装置 を 使 う 設備 
に対する 要求 事項 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61496-2:1997 Safety of machinery - Electro-sensitive protective equipment 
(ESPE) ― Part 2: Particular requirements for equipment using active optoelectronic protective 
devices (AOPDs) (IDT) 

[II] EN 982:1996 Safety of machinery ― Safety requirements for tluid power systems and their components — 
Hydraulic 

[12] EN 983:1996 Safety of machinery ― Safety requirements for fluid power systems and their components ― 
Pneumatic 



^作 権 法に より 無断での 複製， 転 胃 は 禁止され ており ます。 
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JIS 6 9714:2006 
(ISO 14118 : 2000) 

機械 類の 安全性 一 予期 し な い 起動 の 防止 

解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 '記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規 
定の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願いします。 

1 制定の 趣旨 

この 規格 は， ISO (International Organization for Standardization 国際 標準化 機構） 規格の 14118， Safety of 
machinery 一 Prevention of unexpected start-up に 基づ レ ） て f 乍 した 日 本ェ桌 規格で あ る 。 

なお， この 規格の 発行 は， この 版が 初めてで あり， ISO で 発行され る 安全 規格 を WTO/TBT 協定の 観点 
から 早期に 日本工業規格と して 制定す る 必要性に かんがみ， この 規格 を 制定した。 

2 制定の 経緯 

この 規格 は 平成 15 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員会 （箇条 5 参照） 
において 作成 した 原案に 基づいて 制定した。 

なお， 対応 国際規格に 基づいた 日本工業規格 はこれ までに 作成して おらず， こ の 制定が 初めての も ので 

ある。 

3 審議 中に 特に 問題と なった 事項 

この 規格の 対応 国際規格 では 本文 中に EN (欧州 規格） 規格が 参照され ており， その 取扱いに ついては， 
日本工業規格と して 適切 か 不適切 かの 議論が あつたが， ここで は 参照と してで はなく その 規定 内容 を 盛り 
込む ことと した。 

4 規定 項目の 内容 
4.1 全般 

この 規格 は， 国際 安全 規格 系の タイプ B 規格に 相当し， この 規格の 原則 及び 仕様 は， 他の タイプ B， 夕 
イブ C 規格で も 共通に 使用す る こと 力 《要求され る。 
4.2 "3 用語 及び 定義" 

4.2.1 "3.1 起動 （start-up), 機械の 起動 (machine start-up)" 

この 規格で は 機械の 停止 状態から その 運転 状態に 至る までの プロセス を 解説 図 1 に 示す よ う に 分けて 示 
される。 すなわち， 機械 は 停止 状態と 運転 状態に 分類され， 運転 状態 は 機械 可動 部の "動いて いる 状態" 
(エネ ルギを 発生 させて いる 状態） と 休止 状態 に 分類 される。 休止 状態 の 例 に は JIS B 9960-1:1 999 で 示 さ 
れる 停止の カテゴリ 2 の 状態 や， 安全 防護の 中断 （同 規格 9.2.4) 状態が 考えられる。 停止の 状態 は， 停止 
による 安全 状態の 確保 を 意味し， 上述の 規格で は 停止の カテゴリ に 当たる。 自動車の 運転で いえば， 停 

解 1 

著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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止 状態 は サイ ドブレー キが 引かれた 状態で， 休止 状態 はこの サイ ドブレー キが 戻されてから エンジン を か 
けた 状態まで が 該当し， 実際に 車が 動き 出した ときが "動いて いる 状態" という ことになる。 

この 規格で は 停止 状態に あった 機械 は 必ず 休止 状態 を 経由して 起動され る ものと してお り， "機械の 起 
動" は 休止 状態から "動いて いる 状態" への 移行と して 定義され て， 停止 状態から "動いて いる 状態" へ 
の 変化で 定義され ない。 



停止 状態 


(運転 状態） 


休止 状態 


動いて いる 状態 



解説 図 1 一 運転 状態と 停止 状態 



4.2.2 "3.2 予期し ない （意図し ない） 起動" 

予期し ない 起動の 発生 原因に おいて， "制御システムの 故障に よる 起動 指令の 発生" と は， 制御システム 
に 危険 側 故障が 生じた 場合 を 意味す る。 "外部 環境の 影響" と は， 例えば， 電磁 誘導 ノイズ や 光 センサに お 
ける 光 ノイズの 影響で ある。 "機械の 他の 部分から 生じる 起動 指令" と は， 手動 制御機 器の 誤り 操作 や セン 
サ 類の 誤動作に よって 生じる 予期し ない 起動で ある。 "動力源 中断 後の 復帰" による 予期し ない 起動と は， 
例えば 停電 後の 復帰に よる 突然の 起動で ある J1S B 9700-2 の 4.11.4 で その 回避が 規定され， また， JiS B 
9704-1:2000 では これによ る 誤りの 起動 防止 方策と して 起動 インター ロックが 規定され る。 "機械 内部 又は 
外部に おける， 例えば， 重力の 影響" と は， 機械 内部 又は 外部で 重量 物が もち 上げられ ている 場合に 何ら 
かの 原因で それが 落下して し まうよう な 事象 をい つてい る。 

この 規定の 注記 欄 は オペレータの 操作 上で 予期し ない 起動が 生じる おそれの ある 場合， 安全 防護 物 （ガ 
ード 及び 保護 装置） による 保護 を 行うべき こと を 意味して いる （JISB 9700-2 の 5. で それ 力 《規定され る）。 
4.23 "3.4 機械 ァ クチ ユエ一 タ (Machine actuator)" 

対応 国際規格に は こ の 定義 はない が， この J1S では 追加 し た。 

4.3 "4.1 遮断 及び エネ ルギの 消散， 注記" 

対応 国際規格 では， この 注記 はなく， 1SO/TR 12100-2:1992 の A, 1.6.3 を 引用して いる だけで ある 力 之 こ 
の JIS では， 引用 規格の 内容 を 注記と して 示した。 また， この 注記の 最終 段落に 例外 事項が 掲げられ てい 
るが, JISB 9960-1 ： 1999 の 5.3.5 では， 電気 的 例外 回路の 例と して 保守 及び 修理中に 必要な 照明 回路， 修 
理 又は 保守の ための 工具 及び 装置 用 電源 回路， 正常な 動作の ために 常に 電圧 を 加えて お く べき 装置への 給 
電 回路， インタ ロック 用 制御 回路 を 挙げてい る。 

4.4 "4.2 予期し ない （意図し ない） 起動 を 防止す るた めの 他の 手段， 注記 2" 

対応 国際規格 では， ISO/TR 12100-1 の 5.7.1 を 引用して いる 力、 引用 規格の 参照 内容と この 注記の 内容 
が 同様の 規定で あるた め 削除した。 

4.5 "5.1.1" 

この 条項の 注記 1 で 引用され る JIS B 9960-1:1999 の 5.3 では， 電源 断路 装置の 種類 (5,3.2) とその 要求 事 
項 (5.3.3)， 操作 ハンドルの 取 付け 高さ (5.3.4)， 及び この 解説の 4.4 で 述べた 例外 回路が 示される。 注記 2 の 
JISB 9960-1:1999 の 5.3.2 d) では， プラグ/ソケットの 利用に 関して 定格 電流 16 A 以下で， かつ， 全 電力 

解 2 
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3 kW 以下の 機械が 規定され る。 

4.6 "5 丄 1 の 注記 3" 

対応 国際規格 では EN 982:1996 の 5.1.6 及び EN 983:1996 の 5.1.6 を 引用して いる 力、 この 規格で は 規格 
番号 を 削除し， その 規定 内容 を 記述した。 

4.7 "5 丄 2 の 注記" 

こ の 箇条の 注記で 引用され る JIS B 9960-1:1999 の 5.4 では 予期 し ない 起動 防止の ための スィ ッ チ オフ 装 

置と して， 例えば， 次が 示される。 

一 囲い 付きの 電気 設備 区域 内での 断路 器， ヒューズ リンク， 引抜き リンク を 使用して よい。 これらが 口 
ック 不可能な 断路 装置で ある 場合， 誤りの 投入 防止と して 他の 保護 手段 （例えば， 警告 ラベル） を 用 
いてよ い。 

—独立の 電気 設備で は 電源 断路 装置 を 備えなければ ならない (5.5)。 

一 電源 遮断 手段と して， 例えば 電磁 接触 器の ような 電源 断路 装置 以外の 手段 を 用いる 場合 は， 機械 を大 
幅に 分解 しないと き， 比較的 短時間で 済む 調整のと き， 電気装置 に関する 作業 を 行わない ときに 限る 

一 禁止の 投入， 不注意 Z 誤りの 投入 を 防止す るた めに， 断路 状態に 例えば 南京錠の ような ロックの 手段 
が 可能な 場合， それ を 備えなければ ならない。 

4.8 "5.2 施錠 〔固定〕 装置" 

この 箇条で 引用され る JIS B 9710:2006 の 附属 書 E の トラップ ド 'キー インタ ロック 装置と は， キー を 
オペレータ が 移動 させる ことによって ガードの 開閉 や 電源の 投入が 行え るよう な インタ ロック 装置で あ る 。 
キーが ガードに 固定され るよう な イン 夕 ロック 装置 は， キヤ プ ティブ' キー インタ ロック 装置 （JIS B 
9710:2006 の 附属 書 E) と 呼ばれる。 

4.9 注 言 己" 

対応 国際規格 では EN 982:1996 の 5.1.6 及び EN 983:1996 の 5.1.6 を 引用して いる 力 V 5.1.1 の 注記と 同 内 
容の ため， そちら を 参照す る ことと した。 

4.10 "5.3.2 機械 要素" 

ここでい う 機械的 拘束 装置 と は JIS B 9700-1 の 3.26.7 で 次の よ う に 説明 される。 "機構の 中 に 機械的 障害 
物 （例えば， くさび， スピン ドル， 支柱， 車輪 止め） を 組み込んだ 装置で， その 強度に よって 危険な 動き 
(例えば， 通常の 保持 システムの 故障に よる ラムの 落下） を 防止す る 装置" 

4.11 "6.3.2 停止 制御装置 を 用いた 停止 維持 指令の 発生 （レベル A,B,C 入力）" 

対応 国際規格 では， ISO/TR 12100-2:1992 の A.1.2.4 を 引用 している 力く こ こで は 規格 番号 等 を 削除し， 
その 規定 内容 を 注記と して 記述した。 

5 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 ' 

JIS B 9714 原案 作成 委員会 構成 表 



氏名 所属 



(委員長） 


向 


败 


政 


男 


明治 大学 


(委員） 


丸 


山 


弘 




財団法人 硏友社 




お 


永 


明 


男 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 




田 


中 


敏 




厚生 労働省 労働 基準 局 




池 


田 


博 


康 


独立 行政法 人 産業 安全 研究所 
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(事務局) 



大久保 


尭 


夫 


杉 


本 




旭 


川 




邦 


供 


条 


川 


壮 


一 


中 


嶋 


洋 


介 


渡 


辺 




正 


大 


槻 


文 


芳 


佐々 木 


一子' 


雄 


佐 


藤 


公 


治 


橘 




良 


彦 


松 


前 


嘉 


昭 


平 


田 




溥 


川 


池 




襄 


大 


竹 


勝 


彦 


高 


橋 


石 


重 


大 


坂 






鈴 


木 


光 


夫 


竹 


原 


操 


平 


杉 


田 


士 


広 


古 


沢 




登 


蓬 


原 


弘 


一 


井 


上 


洋 


一 


仲 


畑 


光 


蔵 




室 


康 


夫 


垣 


花 




亮 


クム 


木 


物 


一 


今 


泉 


武 


男 


杉 


田 


真 




杉 


原 


健 




新 


堀 


裕 






田 


靖 


司 


宮 


崎 


浩 




岩 


田 




実 
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日本 大学 

北 九州 市立 大学 、 

社団法人 産業 安全 技術 協会 

中央労働 災害 防止 協会 

社団法人 日本 圧接 協会 

社団法人 日 本 建設機械 化 協会 

社団法人 日 本 工作機械 工業 会 

社団法人 日 本 縫製 機械工業 会 

社団法人 日本 ロポッ ト 工業 会 

T-RAST 研究所 

石 川 島播磨 重工業 株式会社 

株式会社 荏 原 製作所 

オムロン 株式会社 （H14 年 7 月から） 

株式会社 神 戸 製鋼所 

株式会社 小 松 製作所 

株式会社 小 松 製作所 （元） 

住友 重 機械工業 株式会社 

株式会社 ダイ フ ク 

テュフ ライン ランド ジャパン 株式会社 
(H14 年 7 月から） 
トヨタ 自動車 株式会社 

日本 信号 株式会社 
ビューロー ベリ タス 日本 支社 

株式会社 日立 製作所 

株式会社 牧野 フライス 

東芝 機械 株式会社 （H14 年 3 月まで） 

三菱 重工業 株式会社 

三菱 電機 株式会社 

豊田ェ 機 株式会社 （H14 年 3 月 ま で） 
松下電器 産業 株式会社 （H14 年 7 月から） 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 
社団法人 日本 機械工業 連合会 
社団法人 日本 機械工業 連合会 

(文責 宮崎 浩ー） 
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白 紙 
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★ 内容に ついての お 問合せ は， 規格 開発 » 標準 棵 [FAX(03)3405-554 \ TEL(03)5770- 1 57 1 ] へ ご 連 

^く ださい。. 

★J1S ai^?; の l[：,,i3;?;が^^H亍 さ れた^^^^は， 次の 要 tifi で ご 案内 いたします。 

(0 当 協会 発行の 月刊, は 警化 ジャーナル" に， 止， -の 内容 を いたします。 

(2) 原則として 毎月 第 3 火曜日に， "日経 産業 新閉" 及び "日刊 工業 新 M" の JIS 発行の 広告欄 

で、 正解 票が 発行され た J1S 規格 番 I 及び 規格の 名称 をお 知らせい たします。 

なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部鬥で 正教 票が 発行され た 場合， 自勸 

的に お 送 りいた します。 

★JIS 規 t;f^^ の ご注文 は，？？ 及' レ-: 部 カス 夕 マ一 サ一 ビスお 5[TF 丄 (03)3583-8002FAX(0 お 3583-0462] 
乂は Fjd の 当 協会 各 支部に おき ま しても ご注文 を 承って おります ので， お 申込みく ださい。 
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